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１．未来志向の事業展開

高齢、障害、子どもなどの質の高い福祉サービスの提供

分野を超えて生活を支援するため全世代型の事業を未来志向で展開

経済的な効率性のみを求める単なる「大規模化」ではなく、

「多角化・多機能化」による経営基盤の強化、持続的な事業経営を推進

地域共生社会の実現
少子高齢・人口減少社会への備え

孤独・孤立、生活困窮への支援は社会福祉法人の使命

生活困窮、ひきこもり、発達障害、不登校、独居高齢者、ネットカフェ難民 等

支援が必要な方々をしっかりサポート

地域共生社会の実現に向け

社会福祉法人も共に考え、実践

１．

２．

３．

@全国社会福祉法人経営者協議会

複数の社会福祉法人、地域の社会資源との連携・協働により

安心して暮らし続けられる地域づくり、地域活性化に向けて努力

４．
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２．地域における公益的な取組の実施状況

実施状況

経営協会員法人 95％超

社会福祉法人全体 69.5％

地域生活課題への対応に資することが重要

孤独・孤立、生活困窮、居住支援、就労支援
などへの実効的な実践を推進

登録団体 約3５％ が

社会福祉法人
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47都道府県の経営協において

10,000名がメンバー登録

災害派遣福祉チーム（DWATの構築、職員の登録）

✓ DWAT 1,600名が活動を展開

✓ 応援職員 被災63施設に 1,600名派遣

✓ 1.5次避難所 ブロックの協力で職員派遣

能登半島地震においても迅速に活動を展開

２．地域における公益的な取組の実施状況

災害支援

災害時の福祉支援、地域支援も

社会福祉法人の使命の一つ

3@全国社会福祉法人経営者協議会



@全国社会福祉法人経営者協議会

２．地域における公益的な取組の実施状況

「地域における公益的な取組」の実践

分類 取り組み例

生活困窮者支援

■地域行事への参加による相談できる環境づくり
■よろず相談窓口
■複数法人間連携による家賃や公共料金等の滞
納に対する支援

子どもの
貧困対策

■厨房設備・食堂を活用した「子ども食堂」の
開催

■大学生ボランティアとの連携による学習支援
■養成校入学者に対しての奨学金の支給
■児童養護施設退所児童への相談支援

過疎地域での
支援

■公共交通機関がない地域での移動支援
■買い物送迎支援

孤立防止

■商店街の空きスペースを活用したサロン活動
■地域住民との連携によるカフェの運営
■配食・見守りサービス
■在宅高齢者・障害者の緊急通報センター設置

虐待防止
■児童虐待防止ネットワークへの参画
■DV被害者の緊急一時保護（シェルター）実施

就労支援
■ユニバーサル就労支援による新たな雇用の創出
■働き手が少ない商店街との連携による就労支援
■刑余者に対する就労・生活支援

分類 取り組み例

まちおこし

■夏祭りなど、イベント開催による住民間の
つながりの再構築

■休眠農地を活用した野菜栽培とカフェの開催
による地域交流

■高齢化が進行するニュータウンでの集いの場
の運営

産業振興

■働き手が少ない商店街との連携による就労支
援を活用した「子ども食堂」の開催

■商店街の空きスペースを活用したサロン活動
■ユニバーサル就労支援による新たな雇用の
創出

交通
インフラ

■公共交通機関がない地域での移動支援
■買い物送迎支援
■配食サービス

住まい
■刑余者の自立支援に向けた自立準備ホームの登録
■DV被害者の緊急一時保護（シェルター）実施

災害支援
■災害支援ネットワークによる避難所支援
■施設入所・要援護者等に対する支援
■法人職員による災害ボランティア活動

地域づくりに向けた取組制度の狭間にある課題に対応する取組
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２．地域における公益的な取組の実施状況

「地域における公益的な取組」の実践
分類 取り組み例

種別共通 ■実習生の受入れ
実習生や研修生等の受入れによる福祉人材の
育成

■行事やバザーの開催
行事やバザーを通じた早期発見に向けた相談
しやすい環境づくり

■複数法人間連携事業への参画
連携事業への参画による地域のセーフティ
ネット構築

■認定就労訓練事業の実施
認定就労訓練事業としての生活困窮者への就
労支援

■災害時に備えた地域のコミュニティづくり
地域住民と連携した防災体制の構築

高齢者分野 ■配食サービス
高齢者世帯に夕食を低額で配り安否確認を実
施

■認知症カフェ
認知症カフェの開催による認知症への理解と
課題共有

■利用者負担軽減制度
低所得者の介護保険サービスの利用者負担減
免

分類 取り組み例

障害関係
事業分野

■障害の理解促進の取組
地域住民の交流による障害の理解促進

■買い物支援サービス
移動が困難な障害者等に対して買い物支援サービ
スを実施

保育関係
分野

■地域の子育て家庭の相談支援
園庭開放・近隣地域の子育て家庭を対象にした育
児相談

■児童虐待防止ネットワーク
児童虐待防止ネットワークへの参画

■子育てサロン
子育てサロンの実施による子育て家庭の居場所づ
くり

社会的
養護関係
事業

■施設退所者への継続的な支援
児童養護施設退所者への相談支援

■児童虐待防止ネットワーク
児童虐待防止ネットワークへの参画

生活困窮
（救護施設等）

■生活困窮者への自立支援
施設退所者に対する自立相談支援を実施

■生活困窮者への生活費支援
生活困窮者への生活費支給や物資の貸付

5@全国社会福祉法人経営者協議会



３．堺暁福祉会の実践

もっといい福祉をこの街で

私たちは、地域社会の福祉ニーズに柔軟・迅速・誠実に応えることをとおし自らの成長を図り、
地域社会の福祉向上に役立つことに誇りを持ちます。

◆ 保育事業部として
認定こども園 ５施設
（堺市３施設・神戸市2施設）

◆ 高齢介護事業部として
特別養護老人ホーム ２施設
（堺市1施設・松原市1施設） を経営

◆ それぞれの地域の福祉ニーズに応える
地域公益活動 を実施

https://akatsuki.or.jp/
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３．堺暁福祉会の実践

地域住民に届ける～WEBサイト等で「地域公益活動」を紹介

“社会福祉法人”とは、「社会福祉法」に基づき、
社会福祉事業を行うことを目的に設立される法人です。
堺暁福祉会は社会福祉法人の専門性を活かして、
さまざまな課題で苦しんでいる人たちをその人に合っ
た方法でサポートし、みんなの「生きる」を応援します！

「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」（内閣府）の
目的に賛同し、会員として参画
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8

３．堺暁福祉会の実践

福祉施設の専門人材・機能を活かした主な地域公益活動

地域子育て支援

【施設の機能を活かして】
〇地域子育て、未就園児・保護者支援
・ 園庭開放

・ 体験入園

・ プレママセミナー

・ マザースクール

・ リフレッシュプログラム

【地域連携、地域の支援】
〇地域と連携した支援、行政との連携

・子育てサークル支援

・地域交流支援

・乳児家庭全戸訪問事業

災害支援

⚫ 災害派遣福祉チーム（DWAT）への職員の登
録、派遣

福祉人材の育成、福祉教育

⚫ 社会福祉士、介護福祉士、保育士、栄養士等
の実習等の受け入れ

⚫ 社会福祉協議会のボランティア・現場体験事
業、高校生職場体験等の受け入れ

⚫ 保育事業部の各施設では、地域の子育て家庭の皆
様を対象に園庭開放、保護者のためのプログラム
も実施。

⚫ 育児相談や一時保育等園利用についての相談も
個別に対応。



３．堺暁福祉会の実践
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３．堺暁福祉会の実践
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３．堺暁福祉会の実践

大阪府 大阪しあわせネットワーク https://www.osaka-shiawase.jp/

兵庫県 ほっとかへんネット https://www.hyogo-wel.or.jp/public/hottokahennet.php

社会福祉法人の連携・協働による活動
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３．堺暁福祉会の実践

大阪しあわせネットワーク

https://www.osaka-shiawase.jp/news/entry-110.html

➢ “オール大阪の社会福祉法人”が連携・協働して取り組む「地域貢献事業」

➢ 昨今の社会経済情勢の変化等により、孤立や孤独死、ひきこもり、虐待・
家庭内暴力、自殺、生活困窮など厳しい生活・福祉問題が広がっています。
また、こうした課題に対して、既存の制度では対応ができない“制度の狭
間”の生活困窮も生じています。

➢ 社会福祉法人大阪府社会福祉協議会とその会員の社会福祉法人（福祉施
設）は、社会福祉事業や福祉サービスの充実・向上に努めるだけではなく、
“社会福祉法人の使命”として、こうした地域の課題やニーズに向き合い、
それぞれの特徴や強みを活かした様々な地域貢献事業を「大阪しあわせ
ネットワーク」として“オール大阪”で展開し、ひとりひとりのしあわせを
支えています。

⚫ 堺暁福祉会では、地域貢献支援員（スマイルサポーター）14名、ＣＳＷ（コミュニティーソーシャ
ルワーカー）7名、ＣＳＷマイスター2名が所属しています。担当者が窓口となって問題解決に向
けて連携して支援
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⚫ 「大阪しあわせネットワーク」の取り
組みの１つである、「生活困窮者レス
キュー事業」では、今日・明日食べる
ものがない、電気・ガスが止まってし
まった…といった、失業、介護、障が
い、虐待やDVなど、様々な”生活
SOS”に対応する総合生活相談を
行っています。各種制度やサービス
につないで生活の安定をはかるとと
もに、緊急を要する場合は、食材の
提供など経済的援助（現物給付）も
行っています。

支援事例
• 家族と別れ困窮状態にあった10代の青年に、職業訓練や若者支援の専門機関へ同行訪問。

時には親代わりとなってこまめに電話や面談で励まし、本人の就労への意欲をサポートし、
就労自立につながった。

• DVから逃れ、土地勘のない地域での新たな生活を始める母子家庭に対して、市域を超えて

スムーズな連携支援を実施。不安に寄り添い、精神的なサポートを継続するとともに、施設や
地元企業の協力で得られた洗濯機や冷蔵庫、炊飯器などの物品を支援。

３．堺暁福祉会の実践
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３．堺暁福祉会の実践

保育園・認定こども園における地域貢献事業（スマイルサポーター）
◆育児、家庭、病気、介護など、保育園の「地域貢献支援員（スマイルサポーター）」※が相談に応じ、制度・
サービスにつなぎます。

※ 保育園・認定こども園等に在籍する保育士等で、実務経験5年以上の方が、所定の養成講座を修了することで、大阪府知事の認定を受けるものです。

就労支援・中間的就労
◆障がい等により様々な配慮が必要な方、経験不足等で就職が決まらない方など「働きたいのに働けない
すべての人」の就労をサポートします。

家計相談支援
◆家計のやりくりがうまくできない、日常生活におけるお金の管理等について一緒に考え、アドバイスをし
ます。

社会参加・生きがい支援
◆社会のために何か役にたてることをしたいという当事者や地域の方と一緒にボランティア等を通じて社
会参加や生きがいづくりを支援します。

こどもの学習等支援
◆親の経済的な理由で学習の機会がない、家に学習できる環境がない･･･などの子どもたちの学びの機会
や安心できる場の提供をします。

居場所づくり
◆会話できるが人なく、孤立している人やコミュニケーションが苦手な人も気軽に立ち寄ることができる、
安心できる居場所を担います。

大阪しあわせネットワーク
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３．堺暁福祉会の実践

ほっとかへんネット東灘

「ほっとかへんネット東灘（東灘区社会福祉法人連絡協議会）」は、東灘区内で保育・児童・障害・高齢等の社会
福祉施設を運営する社会福祉法人が業務種別を越えて連携・協働し、地域の「ほっとけない」福祉課題に取り組
んでいくことを目的として活動するサポートネットワーク

⚫ 堺暁福祉会の保育園が参加し、全体会の意見交換会などで情報共有

神戸市東灘区
４ブロックで活動を展開

★南東ブロック →
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３．堺暁福祉会の実践

ほっとかへんネット東灘
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全国経営協は、地域共生社会の実現に向けて、社会福祉法人の力を活かし、
ともに生きる豊かな地域社会づくりをめざします。

⚫ 複数法人間の連携によるネットワークの推進と強化に取り組んでいます。

⚫ 地域の力・地域資源を活かしながらネットワークを広げ、持続可能な地域づくりと地域生活課
題の解決をめざします。

一．都道府県圏域のネットワークについて、さらなる活性化に取り組みます

二．市町村圏域のネットワークの拡充に向けて社協等とも協働し、全国に活動
を広げます

三．都道府県、市町村等、各圏域のネットワーク間に相互性を
もたせ、地域生活課題の解決にむけて重層的な取組を進めます

４．複数法人の連携・協働による取組

全国経営協 連携・協働に向けた取組方針

４７都道府県において複数法人間連携の取組を実施

17@全国社会福祉法人経営者協議会



都道府県 開始年 事業名 都道府県 開始年 事業名

1 北海道 平成30年

①地域福祉権利擁護体制構築に向けた法人・施設による福祉

サービス利用援助事業

②生活困窮者等に対する安心サポート事業

③災害時における法人・施設協働による入所者・要援護者等支援

事業

13 東京都 平成28年 東京都地域公益活動推進協議会

2 青森県 平成29年
社会福祉法人の社会貢献活動

「青森しあわせネットワーク」
14 神奈川県 平成25年 かながわライフサポート事業

3 岩手県 平成29年 IWATE・あんしんサポート事業 15 新潟県 平成29年 にいがたセーフティネット事業

4 宮城県 平成30年 小規模法人のネットワーク化による協働推進事業 16 富山県 平成27年 社会福祉法人地域公益活動推進事業

5 秋田県 平成30年 秋田県地域公益活動事業（令和元年～） 17 石川県 平成29年 いしかわ地域支え合いネットワーク事業

6 山形県 平成30年 市町村社協「地域における公益的な取組」法人協働モデル事業 18 福井県 平成29年 福井県内社会福祉法人連携事業推進協議会

7 福島県 平成30年 福島県広域災害福祉支援ネットワーク協議会 19 山梨県 令和元年
（地域（ブロック）、市・町単位を基盤とする複数法人連携の公益的

取組の推進に関する支援事業・助成事業

8 茨城県 平成29年 いばらき生活支援事業 20 長野県 平成27年 信州あんしんセーフティネット事業

9 栃木県 平成29年 いちごハートねっと事業 21 岐阜県 平成30年
ぎふ社会福祉法人地域公益実践推進事業

「結プロジェクト」

10 群馬県 平成30年 群馬県ふくし総合相談支援事業 22 静岡県 平成29年 静岡県災害福祉広域支援ネットワーク

11 埼玉県 平成26年

①彩の国あんしんセーフティネット事業

②社会福祉法人による就労支援事業（H29年～）

③衣類バンク事業（H30年～）
23 愛知県 平成30年 地域公益取組助成事業

12 千葉県 平成28年
①若者チャレンジ支援デュアル・システム

②「オールちばとも災害支援チーム」（令和元年～）
24 三重県 平成28年 みえ福祉の「わ」創造事業

複数法人の連携・協働による取組一覧①

４．複数法人の連携・協働による取組
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複数法人の連携・協働による取組一覧②

都道府県 開始年 事業名 都道府県 開始年 事業名

25 滋賀県 平成26年 滋賀の縁創造実践センター 37 香川県 平成27年

①香川おもいやりネットワーク事業

②災害福祉支援ネットワーク構築事業（H28～）

③小規模社会福祉法人等のネットワーク化推進事業（Ｈ30～）

④新型コロナ施設間応援事業（Ｒ2～）

26 京都府 平成26年
京都地域福祉創生事業

「わっかプロジェクト」
38 愛媛県 平成30年 同一市町域における社会福祉法人の連携事業

27 大阪府 平成16年 大阪しあわせネットワーク 39 高知県 平成30年
①市町村単位での連携の推進

②高知県災害福祉支援ネットワーク

28 兵庫県 平成26年
社会福祉法人連絡協議会

「ほっとかへんネット」
40 福岡県 平成28年 ふくおかライフレスキュー事業

29 奈良県 平成28年
奈良県社会福祉法人共同事業

「まほろば幸いネット」
41 佐賀県 平成30年 社会貢献活動「高校生等福祉サービス就業支援事業」

30 和歌山県 平成29年 制度の狭間にある福祉課題・生活課題解決への協働プロジェクト 42 長崎県 平成28年 生計困難者レスキュー事業

31 鳥取県 平成29年
生計困難者に対する相談支援事業

「えんくるり事業」
43 熊本県 平成27年

①生計困難者レスキュー事業

②災害派遣福祉チーム（熊本DWAT）

32 島根県 平成28年 連携による地域公益活動推進事業 44 大分県 平成27年
社会福祉法人の地域公益活動推進事業

「おおいた“くらしサポート”事業」

33 岡山県 平成30年 岡山ささえ愛センター（岡山県地域公益活動推進センター）事業 45 宮崎県 平成29年 みやざき安心セーフティネット事業

34 広島県 平成29年
①地域公益活動推進事業（場づくり推進事業）

②ひろしまさっそくネット（H31～）
46 鹿児島県 平成30年 かごしまおもいやりネットワーク事業

35 山口県 平成28年 社会福祉法人の地域公益活動推進事業 47 沖縄県 平成29年

①THANKS（サンクス）運動（連携・協働による課題対応）

②社会福祉法人等連携による協働事業検討会（災害支援連携

等）

36 徳島県 平成28年 市町村単位での連携の推進

４．複数法人の連携・協働による取組
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複数法人の連携・協働による主な取組①

青森県
青森しあわせネットワーク

総合相談
経済的援助
食料等の提供
就労体験・社会参加

埼玉県
彩の国あんしんセーフティネット

相談支援
就労支援
衣類バンク

栃木県
いちごハートねっと

長野県
信州安心セーフティネット

職業体験
就労活動応援
就労支度金の支援

神奈川県
かながわライフサポート

相談支援
伴走・つなぎ支援
現物での支援

三重県
みえ福祉の「わ」 創造

食料支援
物品支援
就労活動支援
賃貸住宅入居保証

相談支援
あんしん支援
（高齢、障がい、子ども
などの多様なサポート）

４．複数法人の連携・協働による取組
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複数法人の連携・協働による主な取組②

大阪府
大阪しあわせネットワーク

総合生活相談
就労支援・中間的就労家
計相談支援
社会参加・生きがい支援
こどもの学習等支援

兵庫県
ほっとかへんネット

相談支援
食支援
居場所づくり
見守り支援

鳥取県
えんくるり

総合相談・支援
社会資源の開発

福岡県
ライフレスキュー

相談、支援
見守り
就労支援、働く場
居場所づくり
学習支援

大分県
おおいた“くらしサポート”

相談支援
経済的支援

鹿児島県
かごしまおもいやりネットワーク

総合相談・支援
現物の支援

４．複数法人の連携・協働による取組
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４．複数法人の連携・協働による取組

連携・協働による効果

高い専門性の発揮

きめ細やかな対応

関係性の強化・広がり

それぞれの法人が持つ専門性をネットワーク化し、
一法人では解決できない生活課題にも柔軟に対応

地域住民に身近な法人が専門機関に繋ぐ
ことができる相談窓口となることで、個
別の生活課題にきめ細やかに対応

支援を通して、社会福祉協議
会をはじめ、より多くの関係機
関等との連携の輪が広がる
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４．複数法人の連携・協働による取組

複数の法人連携のポイント

生活困窮者支援など、公

的制度のみでは解決でき

ない課題に対応

公的サービスの先へ

それぞれの地域の実情等に

応じ、体制や活動対象など、

独自の工夫のもと設定

地域性を活かす

複数の社会福祉法人が人材・

資金を出し合うプラット

フォームは社会福祉協議会

プラットフォーム

世帯全体に着目した福祉・介

護・保健医療に限らない生活課

題へアプローチ

地域生活課題

協議の場

⚫ 事業・活動のきっかけ、継続において必要なのは、「協議の場」と「地域生活課題」（地域の困り
ごとなど）の把握、共有。 → 社会福祉協議会、行政等の地域関係機関との連携、協力

⚫ そのうえで、地域の課題解決に向けて、各法人が「できること」から取り組むこと。
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【地域の生活課題を知る】
➢ 各法人が地域住民のあらゆる生活課題を受けとめる機会、情報共有の機会を増やす。

【連携・協働の場（市区町村圏域）をつくる、地域のために考える】
➢ 複数の法人の経営資源を出しあい、連携・協働する場を、市区町村圏域でつくる。プラット

フォームは社会福祉協議会。

➢ 社会福祉法人以外の主体、産業・生活関連分野との連携。

➢ 地域の包括的支援体制・重層的支援体制に参画する。

【地域・法人の実情等に応じて活動する】
➢ それぞれの地域や法人の実情等に応じ、体制や活動対象など、独自の工夫のもとに考える

（そのための情報や支援）・・・ポイントはできることから

【新たな社会課題に挑戦する】
➢ 他の法人や地域の活動を知る。孤独・孤立、生活困窮などの社会課題に挑戦する。

【社会福祉法人の経営強化、人材確保】
➢ 少子高齢・人口減少とを背景とする厳しい経営環境のなかで、地域のセーフティネットであ

る社会福祉法人の経営基盤の強化、人材確保への支援

５．地域における公益的な取組の展開に向けて

各地での取組を広げるために
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社会福祉法人制度の持続や人材確保などにつなげる

社会福祉法人の実践共有、PRサイト

新たな社会課題への先駆的かつ積極的な実践の発信

実践による効果や影響などの成果を関係当事者の声などとともに届ける成果の可視化

社会課題への
挑戦のPR

社会福祉法人の
ブランディング

●実践共有、PRのポイント

➢ 社会福祉法人の地域における公益的な取組や複数法人連携による実践が広がるなかで、新たな社会課

題への取組について、社会福祉法人における実践が進む一方で、実践PRの不足や他の主体の実践がク

ローズアップされることが課題

➢ 実施数や支援件数など定量的な情報のみならず、今後は、深刻な地域生活課題や新たな社会課題への

実践により、困難を抱える人・世帯の暮らしや地域にどのような変化が生まれたかなど、具体的なエ

ピソード（個別支援の実践等）を掲載し、社会に発信することを目的にサイトを構築

５．地域における公益的な取組の展開に向けて
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全国経営協では、
社会福祉法人が

地域の新たな課題解決や地域づくりに
積極的に取り組んでいる成果を

社会に発信するため
サイトを開設しています！

https://hito-chiiki-kurashi.com/

地域住民や支援を必要
とする人々の視点から
実践を伝える
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